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１．はじめに 

 近年，首都圏等都市部においては，土地の取得問題や周辺住民の生活環境の影響問題から，地中空間の活用が

注目されている．この地中構造物については，平成７年の兵庫県南部地震において地下鉄駅舎等に甚大な被害が

発生したことを経て，様々な検討が行われているところである．また，地下水位の高い場所に開削地下構造物を

建設する場合，目地（継手）部からの漏水が問題になることが多く，目地（継手）部の止水性について様々な開

発が行なわれているところである．本文は、地震時の開削地下構造物に要求される性能から，継手部に必要とさ

れる性能について整理し，これに対する目地（継手）構造について考察したものである．  

２．継手部の地震時における要求性能 

 開削地下構造物の地震時の要求性能

は，レベル１地震動においては通常の供

用に支障がなく，レベル２地震動におい

ては，地震直後も断面形状が保持され，

かつ，補修・補強により建設当初の機能

回復が図れることと考えられる．縦断方

向における地震時の安全性を考慮する

と，躯体と継手部の要求性能は表-１の

ように整理することが出来る． 

３．継手構造の検討 

 従来の止水板を用いた継手構造では，止水板を確実にコンクリ－

トに定着できない場合があり，止水性の確保が困難となる．止水性

を確実にするためにΩ型ゴムなどを用いた可とう性継手を用いるこ

とが考えられるが，著しく高価となる．一方，図-1 に示すような大

断面を有する構造物においては，マスコンクリ－トとしての配慮か

ら概ね 4～6m 間隔の施工目地が必要となってくる．そこで，施工目

地で変位を吸収する構造を考案した．基本的な考え方を以下に示す． 

1)配力鉄筋量と同量の連結鉄筋を配置する． 

2)張力に対しては，連結鉄筋が変形を吸収する． 

3)連結鉄筋の変形性能を向上させるために,鞘管などを用

いてアンボンド領域を設ける． 

4)継手遊間が小さいと地震時に発生する圧縮軸力が大きく

なるため,エラスタイトを挟み込むことで適切な継手遊間

を確保する． 

5)止水は水膨張止水ゴム（非加硫ブチルゴム）で行う．本

材料はセンメント水和物と反応して接着するため止水性に優れる．また，引張伸び性能は 1000%以上であり，

地震時及び不等沈下等の変位に十分追随できる． 

6)水膨張止水ゴムを保護鋼板で押さえることにより，水膨張止水ゴムの耐久性を確保し，止水性を高める． 
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図-1 対象構造物 

表-1 要求性能の整理 

項 目 レベル1地震動 レベル 2地震動 

目標とする 
耐震性能 

・地震直後にも通常の供用が可能 

・地震直後にも緊急車両の通行が
可能 

・補修、補強により建設当初の機
能が回復可能 

躯体の 
限界状態 

・有害なクラックが生じない（地
震に伴う漏水の増加はない） 

・せん断ずれが生じない 

・有害なクラックが生じない（地
震に伴う漏水の増加が微小） 

・せん断ずれが生じない 

継手の 
限界状態 

・地震に伴う漏水の増加はない 
・継手のせん断ずれは通常の供用

が可能 

・地震に伴う漏水の増加が微小 
・継手のせん断ずれは建設当初の
機能が回復可能 

図-2 継手構造(特許出願準備中) 

端面補強筋  
ｴﾗｽﾀｲﾄ t=5mm 

ｶﾌﾟﾗ- 

ｱﾝﾎﾞﾝﾄﾞ領域1.25m 

鞘管  

ｽﾀ-ﾗｯﾌﾟ 

主鉄筋  
補強鉄筋  

支圧板  

非加硫ｺﾞﾑ t=20,L=150 亜鉛鋼板t=3,L=200 

(配力筋と連結鉄筋

の中心間隔) 

80(純かぶり ) 

100 

連結鉄筋  

亜鉛鋼板t=3,L=200 

ｼ-ﾄ防水増し L=500,t=3.2
ｼ-ﾄ防水 t=3.2  

土木学会第57回年次学術講演会（平成14年9月）

-1397-

I-699



４．耐震検討 

 図-1，図-2の構造条件および図-3に示す地盤条件

における縦断方向の耐震検討を行った．地盤変化部

の挙動を精度よく評価するため，ＦＥＭ動的解析（等

価線形）により地盤の時刻歴変位を求めた．また，

構造物は梁部材またはバネで躯体と継手を表現し，

周辺地盤はバネでモデル化し，バネ先に時刻歴変位

を作用することで地震時の掘割構造物の応答を

求めた．さらに，バネ値は静的ＦＥＭ解析によ

り求めた． 

 図-4 に継手部のモデル化イメ－ジを示す．継

手の引張変位に対しては連結鉄筋の剛性で抵抗

するので鉄筋の応力～ひずみ関係より剛性の設

定を行った．また，圧縮側は遊間以上の変位に

対して剛な特性を設定し，軸力の伝達を再現し

た．継手の回転については，これらの軸方向特

性をもった鉄筋要素を基本としたファイバ－モ

デルを構築し，非線形性を設定した．  

入力地震動は，図-5，図-6 に示すスペクトルに適合す

る波形を2～3波形用いた．さらに，縦断方向には見かけ

の伝播速度 1.0(km/s)を考慮し，これらの結果を平均化し

て安全性の照査を行うものとした． 

 表-1 の要求性能に対し，躯体および継手部の許容値を表-2に示す．

降伏変位δyおよび降伏回転角θyは，連結鉄筋の降伏時点の目開き量

および回転角である．また，レベル 2 地震時における許容変位δaお

よび許容回転角θａは，連結鉄筋の終局ひずみを 10%とし，以下の式

で設定した値である． 

δａ＝δy＋（δ u－δy）/α 

θａ＝θy＋（θ u－θy）/α 

 ここに，δu，θu：連結鉄筋ひずみ 10%時の変位および回転角 

     α：安全係数（タイプⅠ；3，タイプ

Ⅱ；1.5） 

 表-3 に安全性の照査結果を一覧にして示す．

躯体および継手のいずれの応答値も許容値を満

足しており，安全性が確保されていることが確

認できた． 

５．まとめ 

 今回検討した継手構造は，経済的であり，か

つ，レベル 2 地震動においても止水性，耐久性

を有するものと考える．今後は模型実験等により性能確認および構造細目の検討を行っていく考えである． 
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図-5 速度応答スペクトル     図-6 加速度応答スペクトル 
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(a)軸方向              (b)回転方向 

図-4 継手の非線形特性 

表-2 縦断方向の耐震安全性判定基準 

対象 項目 レベル１ レベル２ 

圧縮 
許容応力度 
σca以下 

圧縮耐力 
0.65σck以下 

引張 
許容引張応力度σbtまたは 
ひびわれモ－メント Mc以下 

躯体 

せん断 せん断強度 Ps以下 

目開き 降伏変位δy以下 許容変位δa以下 
継手 

回転角 降伏回転角θy以下 許容回転角θa以下 

表-3 安全性の照査結果 

レベル２ 対
象 

項目 レベル１ 
タイプⅠ タイプⅡ 

許容値 

平均軸圧縮応力度(N/mm2) 0.605 4.14 11.3 
レベル１：12.8 
タイプⅠ：19.5 
タイプⅡ：19.5 

平均軸引張応力度(N/mm2) 0.580 0.800 0.795 2.24 
曲げモ－メントＭ(kN･m) 463000 1050000 1340000 2340000 

躯
体 

せん断力Ｓ(kN) 16400 44300 65600 
タイプⅠ：70800 
タイプⅡ：72600 

目開き(cm) 0.299 1.42 2.75 
レベル１：0.431 
タイプⅠ：8.62 
タイプⅡ：16.8 継

手 
回転角(rad) 1.38×10-4 3.14×10-4 4.57×10-4 

レベル１：2.46×10-4 
タイプⅠ：2.64×10-3 
タイプⅡ：5.04×10-3 
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図-3 耐震検討対象 
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